
総合振興パッケージによる支援全体像

地域・社会・ステークホルダー
～地域の社会経済の発展に留まらず、グローバル課題の解決や国内の構造改革・社会変革を牽引～

大学による
強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

（大学のマネジメント改革を促進）

恒常的に大学の強みや特色を伸ばすための体制づくり
（基盤的な活動を支援）

先端的な取組にドライブをかける支援の仕組み
（大学の強みや特色を伸ばす事業※等を通じ、当該
事業間での連動を図りながら、強みや特色の更なる
発揮を支援。それらを支える体制づくりとも連携。）
※P.11における【人材育成・社会実装】【研究拠点の形
成、研究基盤の強化】部分が該当

 大学が、自身の強みや特色を伸ばす戦略的経営を展開することで、ポテンシャルを抜本的に強化（大学が変わる）
 大学が拡張されたポテンシャルを社会との協働により最大限発揮し、主体的に社会貢献に取り組むことで、社会を変革（社会
が変わる）

②繋ぐ仕組みの強化

①大学自身の取組の強化 ③地域社会における大学
の活躍の促進

地域の産学官ネットワークの
連携強化や座組活用

繋ぐ人材・組織の表彰

自治体との連携強化、
府省間の事業連携による

一体的支援
※P.22～24および別紙（関連事業マッ

プ）における取組が該当

機能強化・拡張 機能強化・拡張

制度改革（特区活用）

社
会
と
の
協
働
・
対
話
を
通
じ
て
、
知
の

価
値
に
対
す
る
投
資
を
呼
び
込
み

※P.11における【基盤的活動の支援】部分が該当

人
文
・
社
会
科
学
も
含
め
た
あ
ら
ゆ
る

知
識
を
総
合
的
に
活
用
（
総
合
知
）
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具体的にどのような支援策が使えるのか？
～強みや特色を活かした人材養成や研究成果などのポテンシャルを最大限活かし、地域の主要産業（農林水産業、製造業、
サービス産業等）の生産性向上や雇用の創出を牽引し、地方創生に貢献することを主なるミッションとしている大学の場合～

モデル事例

大学による
強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

（大学のマネジメント改革を促進）

恒常的に大学の強みや特色を伸ばすための体制づくり（基盤的な活動を支援）

②繋ぐ仕組みの強化

①大学自身の取組の強化 ③地域社会における大学の活躍の促進

地域の産学官ネットワークの連携強化や座組活用

繋ぐ人材・組織の表彰

機能強化・拡張

社
会
と
の
協
働
・
対
話
を
通
じ
て
、
知
の
価
値
に

対
す
る
投
資
を
呼
び
込
み

人
文
・
社
会
科
学
も
含
め
た
あ
ら
ゆ
る
知

識
を
総
合
的
に
活
用
（
総
合
知
）

⇒ ミッションの実現を下支えするとともに、加速を後押しする基盤的経費

【人材育成】
 地域社会と連携して既存の教育プログラムを再構築し、地域を
牽引する人材を育成したい ⇒ 地域活性化人材育成事業

【研究基盤の強化】
 強みを持つ領域の高品質なデータを戦略的に収集・利活用等
できる仕組みを構築したい ⇒マテリアル先端リサーチインフラ

【社会実装】
 大学が持つポテンシャルを活かして、未来のありたい地域社会
像の達成に向けて、産学官による研究開発・社会実装を進め
たい ⇒共創の場形成支援

 首長のリーダーシップの下で、産業・若者雇用創出を中心とし
た地方創生に積極的な役割を果たすための組織的な大学改
革に取り組みたい ⇒地方大学・地域産業創生交付金事業

 複数の大学が連携して、企業とのネットワークを構築したい
⇒ 産学融合拠点創出事業

先端的な取組にドライブをかける支援の仕組み

制度改革（特区活用）
 大学が所有する土地等を活用して、民間企業による研究開発
成果の社会実装をいち早く進めたい ⇒構造改革特区へ申請

自治体との連携強化、府省間の事業連携による一体的支援
 自治体や社会実装を担う官庁のニーズに応え、地域の課題解
決を主体的に進めるために、学内の体制強化を図りたい
⇒ 地域の中核大学イノベーション創出環境強化事業

 スマート化に寄与する高度な農業関連技術を、生産現場の技
術開発・改良に活かしたい ⇒ 戦略的スマート農業技術等の
開発・改良（民間事業者が申請主体）

 産学金官連携の下、雇用吸収力の大きな地域密着事業を立ち
上げることに貢献したい
⇒ローカル10000プロジェクト（自治体が申請主体）

機能強化・拡張

地域・社会・ステークホルダー
～地域の社会経済の発展に留まらず、グローバル課題の解決や国内の構造改革・社会変革を牽引～
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２－１．大学自身の取組の強化

①大学自身の取組の強化

 基盤的経費や競争的研究費（人材育成、基礎研究振興、産
学連携促進）による、大学の強みや特色を伸ばす事業間の連携
や大学改革と連動した研究環境改善を推進

 特定分野において世界的な拠点となっている大学への支援強化

 人材育成や産学官連携を通じた社会課題解決・地域貢献
- 地域ニーズを踏まえた質の高い人材育成システムへの転換支援
- 産学官連携拠点、スタートアップ創出支援、大学マネジメント人
材育成・確保策の充実



これらの支援による大学の取組について、大学のミッションに基づくビジョンの実現に向けた位置づけと進捗を事業間で共有し、伴走支援する仕組みを構築。
中でも、社会実装を志向し成果を上げているポテンシャルの高い取組は関係府省と連携し、大学の価値創造を社会発展・変革に転換。

 「グローバルな課題への対応」と「国内の社会構造の改革」に向けて、 「知と人材の集積拠点」である多様な大学等
の力を伸ばし、活躍を促進

 特定分野の高い研究力の強化、人材育成や産学連携活動を通じた地域の経済社会、日本や世界の課題解決
への貢献のために、地域中核・特色ある大学が強みを最大限に活かし、発展できるよう、大学のミッション・ビジョ
ンに基づく戦略的経営の実現を推進

大学自身の取組の強化

【研究拠点の形成、研究基盤の強化<文>】
◆世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)：6,100百万円
◆マテリアル先端リサーチインフラ：1,733百万円【3,606百万円】
◆生命科学・創薬研究支援基盤事業（BINDS）：3,701百万円
◆先端研究基盤共用促進事業：1,180百万円
◆研究大学強化促進事業：3,005百万円
◆創発的研究支援事業：60百万円【5,280百万円】 等

令和4年度予算政府案 462億円
令和3年度補正予算額 173億円
（令和3年度予算額 418億円）

大学のミッション実現を下支えする
ための基盤的経費の改善・充実

基盤的活動

研究

社会実装人材育成

地域の大学群と産業界・自治体と
一体で、地域ニーズを踏まえた質の
高い人材育成モデルへの転換支援
（学生教育、リカレント教育等）

研究で独自色を発揮する取組や
大学改革と連動した研究環境改善

を推進

ビジョン主導の
戦略的経営
に向けた支援

【人材育成・社会実装】
◆<文>共創の場形成支援：13,751百万円
◆<経>産学融合拠点創出事業：251百万円
◆<経>地域の中核大学の産学融合拠点の整備：【5,900百万円】
◆<内>地方大学・地域産業創生交付金事業：7,200百万円
◆<文>大学発新産業創出プログラム（START）
大学・エコシステム推進型：1,014百万円【2,546百万円】
◆<内>地域の中核大学イノベーション創出環境強化事業
（PRISMの一部）:（新規）
◆<文>地域活性化人材育成事業（SPARC)：1,450百万
円（新規）等
※加えて、国立大学法人等からの出資範囲を拡大

大学の強みを伸ばし最
大活用促進することで、
「グローバルな課題への
対応」と「国内の社会
構造の改革」とを実現

目指す姿

【】内は補正予算額

【基盤的活動の支援＜文＞】
◆国立大学経営改革促進事業：5,000百万円
国立大学法人運営費交付金（教育研究組織改革の推進、共同利用・共同研究拠点の強
化、教育研究基盤設備の整備）、私立大学等経常費補助金（私立大学等改革総合支
援事業）、国立大学法人等施設整備費補助金、独立行政法人国立高等専門学校機構
運営費交付金、研究のデジタルトランスフォーメーション（研究DX）の推進 等

①
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産学官連携拠点の形成、スタートアップ
創出等に向けた学内体制の強化、アン
トレプレナー、特許戦略を構築する専門
集団、大学マネジメント人材等の育成・確
保など知的アセットの価値化に向けた活動



大学研究力の強化

①魅力ある拠点形成による大学の特色化
 「世界トップレベル研究拠点プログラム(WPI)」を通じて、多様性に富んだ国際的な融合研究拠点形成を計画的・継続的に推進
 大学の知的資産の蓄積や地域の実情に応じた研究独自色の発揮に向け、国際公募による人材確保や附置研究所の機能強化
等の組織再編、若手研究者を中核とした創発の場の形成、「総合知」の創出・活用等に、全学的に取り組む大学を総合的に支援

②大学の研究基盤の強化
 国内有数の研究施設・設備をプラットフォーム化し全国からの利用を可能とするとともに、大学等において機関全体として研究設備・
機器群を戦略的に導入・更新・共用する仕組みを構築し、分野・組織に応じた研究基盤の共用を推進

 研究動向や諸外国の状況を踏まえ、最先端の中規模研究設備群を重点設備として整備するとともに、研究設備の継続的・効果
的な運用を行うための組織的な体制整備を戦略的に推進

 地域や産業界等との共創の場となる「イノベーション・コモンズ」の実現を目指した大学等の戦略的・計画的なキャンパス整備を推進
※これらの方向性を具体化するに当たっては、国立大学法人運営費交付金（既存の教育研究組織改革に対する支援等）や研究
費等の措置と連動するような仕組みとすることを検討

③組織間連携・分野融合による研究力の底上げ
 世界と伍する研究大学や大学共同利用機関等がハブとなり、全国の国公私立大学等の連携を強化することにより、人材の流動性
向上※や共同研究の促進、リソースの共有等を図り、我が国の高等教育システムや大学共同利用機関法人等を含めた全体の
研究力向上を牽引する研究システムを構築 ※クロスアポイントメント制度等も活用

 大学の研究力向上に貢献することを大きな使命とする共同利用・共同研究体制について、国際的な動向や研究DXの進展を的確
に踏まえつつ、大学研究基盤としての機能を強化し、大学の枠を超えた我が国全体の英知の結集を促進

今後の取組の方向性

※最先端中規模研究設備の例：クライオ電子顕微鏡、核磁気共鳴装置、
高分解能電子顕微鏡、電子線描画装置、次世代シーケンサー等

 個々の大学が、知的蓄積や地域の実情に応じた研究独自色を発揮し、研究大学として、自らの強みや特色を効果的に伸ばせるよう、
重層的な支援策をメニューとして分かりやすく可視化するとともに、予見可能性を向上

 大学のミッション実現に向け、基盤的経費と各種支援策とを連動させ、大学マネジメントと連動した研究力向上改革を推進
 全学的な研究マネジメント体制の構築（URA等の研究マネジメント人材や技術職員等の高度な専門職人材を含む）や研究の独
自性・競争力の向上を通じて、大学の戦略的な経営を強化し、新たな価値創造を推進

①
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• 大学共同利用機関、共同利用・共同研究拠点等の共同利用・共同研究機能の強化や分野・組織に応じた研究基盤の共用を推進
• 最先端の中規模研究設備群の整備や、効果的・継続的運用を行うための組織的な体制を整備
• 基盤的経費や競争的研究費（人材育成、基礎研究振興、産学連携促進）による支援を通じた研究力の向上

世界トップレベルの
研究拠点B大学

＜目指す方向性の一例＞
基礎研究からイノベーション
創出を一気通貫で行い、大
型の産学連携を推進

C大学
＜目指す方向性の一例＞
産学官連携を推進し、地域の産業振
興や課題解決に貢献

A大学
＜目指す方向性の一例＞
特定分野で世界トップレベ
ルの研究やその研究を活か
した若手研究者育成

共創の場世界トップレベルの
研究拠点 共創の場 地方創生

のハブ

多様な研究大学群の形成に向けて（イメージ）

世界トップレベルの
研究拠点

日本全国の大学
※魅力ある拠点形成による大学の特色化

特定の強い分野におけ
る人材流動や共同研究
の促進等を通じ、

互いが切磋琢磨できる
関係を構築

優秀な研究者が、所属機関の研究環境に左右されることなく力を発揮できるよう、
最先端の研究基盤を活用した世界最高水準の研究基盤を整備

大学の研究基盤の強化

世界と伍する研究大学（当面数校程度）
※大学ファンドの運用益による支援

世界と伍する
研究大学

世界と伍する
研究大学

・
・
・

日本全体の研究力
発展を牽引する研
究システムを構築
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２－２．繋ぐ仕組みの強化

②繋ぐ仕組みの強化

 地域の産学官ネットワークの連携強化 (P.15~) 【②-a】
- 域内に作られている産学官ネットワークを整理し、活用を促進
- 地域内・地域横断の組織を繋ぐキーパーソン同士の繋がりを広
げ、地域のニーズ発見や課題共有を促進

 スマートシティ、スタートアップ・エコシステム拠点都市、地域バイオコミ
ュニティなどの座組活用によるデジタル田園都市国家構想の実現への
貢献 (P.18～）【②-b】
 大学の知の活用による新産業・雇用創出や地域課題解決に向け、
大学と地域社会とを繋ぐ（社会実装を担う）大学の教職員や、それを
伴走支援する専門人材・組織に着目した仕掛け (P.20～) 【②-c】



地域の産学官ネットワークの好事例
～国の事業を通じたネットワーク形成の事例から～

②-a

共創の場形成支援プログラムのうち自治体が参画している拠点
COI（ｾﾝﾀｰ･ｵﾌﾞ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）のうち自治体が参画している拠点

※このほか、地域の経済界が構成するネットワークや、自治体主
導によるネットワーク等の多様な好事例が存在
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